
 

1. 研究の背景と目的 

日本は 6,852 の島々から構成される海洋島嶼国

家であり，周囲に約 420 もの有人離島を擁する。

これら地域は離島関係諸法により，領海・資源の

利用保全，文化多様性継承，食料安定供給といっ

た日本国民にとっての重要性を有することが認め

られている。特に沖縄は沖縄振興計画において日

本の環境共生型社会のモデルにもなり得るとして

1)，地域の持続・活性化の重要性が議論されている。 
地域活性化方策の 1 つとして移住者の受入れ・定

住促進の有効性が全国的に認められている 2)。沖

縄においては「移住ブーム」とも呼ばれる他県か

らの移住者増加が1980年代頃から継続してきた。

しかしこれは地域コミュニティとの間の軋轢も生

じさせてきたことが広く指摘されている 3)4)5)。須

藤 5)はこの軋轢を，沖縄と日本本土間に存在する

歴史的な深い溝が移住ブームによって「顕在化し

た」ものであると解釈した。またこの移住者増加

という社会現象は，沖縄の村落共同体のあり方そ

のものも変容させていることが指摘されている。

*学生会員 東京大学大学院 博士課程 **正会員 同左 特任助教 ***非会員 同左 教授 

沖縄離島地域住民が有する「共同体像」の抽出： 

移住者の地域社会融合を促進する要因に関する研究 
Capturing the representation of rural community from the perspective

of local residents in Okinawan island:  
Implication for building social cohesion among locals and immigrants 

in rural communities 
 

杉本 あおい*・杉野 弘明** 八木 信行***

Aoi SUGIMOTO, Hiroaki SUGINO and Nobuyuki YAGI
 

要旨：地域活性化方策の一つとして移住者の受入れ促進の有効性が一般的に認められているが，沖縄

においては移住者増加は先住者らとの軋轢も生じさせていることが報告されてきた。そのような中で現

代沖縄村落の発展方策を検討していく際，実際に地域に居住する移住者を含む住民たち自身が共同体を

どう認識しているかを理解することなしには，理想的な方策の議論を進めることは難しい。そこで本稿

は地域住民たちの視点による「共同体像」を自由記述法の質問を用い実証的に明らかにし，それにより

移住者の地域融合のために重要な要因について提言することを目的とした。石垣島白保地区を対象地と

し，得られたデータを量的・質的にテキスト分析した結果，住民たちにとっての理想の共同体像とは「生

活・自然環境」「文化・伝統」を持続・発展させていくために「地域自治能力」と「人づきあい」がよ

く機能している状態であることを示した。この結果に基づき，移住者の地域融合にとって重要な要因に

ついて提言した。 
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共同体という概念の定義は曖昧・複雑多岐にわた

るという議論は新しいものではない 6)7)が，とりわ

け沖縄では，日本復帰以降県外からの移住者増加

や沖縄の本土化といった社会現象が広まる 8)中で，

既存研究の多くがより原初的で自己完結的な「村

落」を好んで研究対象にしてきたと指摘されてい

る 9)10)11)。その中で例えば石附 12)は，“ヤマトゥン

チュ嫁(ユミ)”と呼ばれる，沖縄の男性と結婚し

た在沖本土出身の女性に注目することで，沖縄文

化・社会の現代的状況の捉え直しに試みた。また

吉田 10)は石垣島の伊原間地区の移住者の問題に

着目し，先行研究において主流であった「地縁的・

血縁的紐帯の累積としての」村落観を修正するた

めの試論を提示した。このように現代の沖縄にお

いては，地域活性化のための移住者の受入れ・定

住促進の流れがあるのと同時に，多くの移住者を

含む現代村落をどのように捉え，またいかに地域

への移住者融合とそれによる地域活性化を実現し

ていくか，という課題が存在していると言える。 
移住者を多く含むのが現代沖縄村落の実態であ

る。そうであるとすれば，実際そこに居住する移

住者を含む住民たち自身が「共同体」をどのよう

に捉えているかを明らかにすることは，その発展

方策を検討するためにの議論の土台として重要で

ある。しかしながら，住民たち自身の視点による

共同体像を実証的に明らかにした研究は未だなさ

れていない。そこで本稿は，移住者を含む住民た

ちの視点による現代沖縄村落の共同体像を明らか

にし，それにより移住者の地域融合のために重要

な要因について提言することを目的とする。 

2. 研究の方法:データ収集，分類，解釈 
 本稿は沖縄県石垣市白保地区(図 1：詳細後述)
を対象地とし，住民たち自身による共同体像を明

らかにするという研究目的に則り，当地区で住民

の村落に対する認識を尋ねるインタビューを実施

した。移住者を含む現代沖縄村落に関する先行研

究 9)10)12)はいずれも，綿密な文献調査と参与観察，

半構造型インタビューで収集したデータを質的に

解釈するという方法論によりなされていた。本稿

ではこれら先行研究の知見および筆頭著者がこれ

まで蓄積してきた質的調査 13)14)の知見を活かし

つつ，データ収集には 3 問の構造型インタビュー

項目を用いた(表 1)。まず Q1 で過去と比較した現

在の村落に対する住民の認識を 5件法の質問で尋

ね，Q2 では自由記述法を用いその認識を有する

図 1 調査対象地の位置 

Q1. 白保は昔(たとえば１０年前)よりもいい村になったと思いますか？ 

もっとも近いもの 1 つに丸(○)をつけてください。 
１．全くそう思わない ２．そう思わない ３．どちらともいえない ４．そう思う ５．とてもそう思う 

Q2. 上のように思われるのはなぜですか？理由をおしえてください。 

Q3. 白保が将来(たとえば１０年後)，今よりもいい村になるためにはどんなことが必要だと思いますか？あなたの考えを自由に書いてください。 

表 1 利用した構造型インタビュー項目 
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理由を尋ねた。さらに Q3 では現在と比較した将

来の村落に対する認識を自由記述法で尋ねた。こ

のように過去と比較した現在，現在と比較した将

来，という 2 方向から村落に対する認識を尋ねる

ことにより，双方の結果を相互に検証材料とでき

るように設計した。自由記述法は回答者が調査者

の問題意識の枠に規定されたり，また調査者の意

図を読み取るリスクの低い手法とされている 15)。

そのため，住民たち自身の視点による共同体像を

明らかにするという本稿の目的に適していると判

断した。 
得られたテキストデータはまず，Q2 と Q3 それ

ぞれの回答ごとに最小単位の意味のまとまりに分

類した。分類手法として計量的テキスト分析のた

めのフリーソフトウェアである KH コーダー16)17)

を用いた自己組織化マップによる量的分類，およ

び KJ 法 18)19)による質的分類の双方を実施した。

自己組織化マップは数理的に高次元の情報を 2 次

元に縮減した上で可視化するための手法であり，

意味上で類似性の高い情報を空間上でも近接して

表示する 20)。これに対し KJ 法は調査者・観察者

自身が情報を同質性に沿って要約していく手法で

ある 18)19)。テキスト分析の研究においては量的・ 
質的手法を断絶した排他的なものとしてでなくむ

しろ連続的に捉え 21)，双方を循環的に活用するこ

とでより深い考察が可能となる 22)という考えは

新しいものではない。本稿においてもこれら量

的・質的手法の双方を循環的に用いることで，筆

頭著者がこれまで蓄積してきた質的調査 13)14)に

基づく研究者とデータの間の密接さを確保しつつ，

客観性を持った結果の提示という量的手法の利点

も活用し 23)，より深い考察を目指した。 
分類作業の後，それらのまとまりをさらに KJ

法を用いて統合化 18)19)した。なお KH コーダーお

よび KJ 法による分類の過程においては住民の出

身地，年齢等の属性情報を含めず回答内容のテキ

ストのみを分析対象とした。これは，先住者・移 
住者双方を含めた総体としての共同体像を抽出す 
るという本稿の目的に則ったものである。そして

その後分類結果の解釈，および統合化の際には再 
び個々の回答内容に回答者の属性情報を紐づけた

上で解釈を進め，本稿への記述においても属性情

報を明記した。これにより，先住者・移住者を合

わせた住民が有する共同体像を総体として抽出し

ながらもその細部において属性や個々人の間で多

様な意見が存在していることを描くことを企図し

た。KJ 法による分類と統合化の作業は筆頭著者

が 2016 年 4 月から 7 月にかけて行い，その後 2
名の共著者により解釈の妥当性を確認した。さら

に，先にも述べたようにこの過程においては KH
コーダーによる量的分類の作業も併用し，両者を

循環的に実施した。これらの分類・統合化作業に

より，住民にとっての共同体像を形成する要素を

特定した。その後，要素間の関係性を考察するこ

とで住民たちにとっての理想の共同体像を定義す

ることに試みた。そして最後にこの共同体像の定

義を踏まえ，移住者の地域融合のために重要な要

因について議論した(図 2)。 
調査は 2016 年 2 月 12 日から 24 日までの間に

石垣市白保地区にて，住民 57人を対象に行った。

図 2 本稿の課題と手法に関する重要点のまとめ 
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調査対象者は村落の社会経済的構造に沿うよう層

化抽出法を用いて選定し(表 2)，公民館などの村落

自治組織や著者らと予め面識のあった住民たちを

介して集めた。 
 

3. 研究の結果 

3.1 調査対象地概要 

調査対象地である白保には現在約 1600 人が居

住 24)25)する。表 3 に示される当地区の人口・就業

構造の過去 10 年の推移から，総人口としては微

減，世帯数は微増しているのがわかる。農業従事

者は石垣市全体と同様に減少傾向にあり，他方で

運輸，小売，医療・福祉業といったサービス業の

従事者が増加傾向にあるのも市全体の傾向に沿っ

ている。このように，白保はいまだ農業従事者数

の最も多い農業村落であると言えるが，その中で

も就業構造の多様化が見て取れる。また当地区北 
部には 2012 年に「南ぬ島石垣空港」が開港して

いる。これにより 2014，2015 年には 2 年連続で

推計観光客数は 100 万人を超え，「新石垣空港特 
需」と呼ばれる好景気がサービス業を中心に生 
じている 24) こともこの就業構造変化に影響を与 
えていると考えられる。住民のうち出生時から村 
落に居住しているのは 265 名(約 16.5％)にとどま 
り，居住年数 10 年未満の住民が 858 名と人口の 
過半数(53.4％)を占める 25)。住民の出自別構成と 

しては，戦前・後に沖縄他島から移住してきた住

民の子孫(以降，「沖縄他島からの移住者」)が約 3
割，戦後に他県から移住してきた住民(以降，「他

県からの移住者」)が約 1 割を占めるとされる 13)14)。

現地の認識では沖縄村落の精神的中核とされる宗

教的聖域の御嶽 27)に帰属する者が「ほんとの白保

の人」と呼ばれる先住者であり，これは従来の沖

縄村落研究が村落の構成員として中心的に扱って

きた，「系譜関係をその世界観の一部に持つ地縁的

あるいは血縁的紐帯で結ばれた人びと」10)とも重

なる。公民館活動，祭などの村落運営はこれらの

住民たちに出身の別に関わらず担われているが，

意識の上では先住者・移住者の間には境界があり，

時に軋轢も生じていた 13)14)。しかし同時にこの境

界は固定的なものではなく，時に移住者であって

も先住者と同一視されることが観察された。例え

ば白保でサンゴ礁保全活動に取組む NGO 代表者

は「近年では沖縄他島から来た 2，3 世の人たち

はもう『白保の人』でいいんじゃないかという話

になっている」と語った(2015 年 9 月筆頭著者フ

ィールドノート)。吉田 10)も伊原間地区にて，先

住者と移住者は対立する概念でなく連続性を有し

ていると述べている。このように白保を含む石垣

島の村落では，村落は先住者のみが構成するもの

とする村落観と，移住者もまた時に先住者と同一

視され，村落は移住者も含めて構成されるとする

村落観とが併存している様子が観察された 13)。 
 

3.2 Q1 回答結果 

Q1 結果は「3．どちらとも言えない」の回答者

が 63％を占め，その後 4(16％)，2(10％)，5(9％)
回答なし(2％)，1(0％)が次いだ。  
 

 
調査 
対象者 母集団 

男女比 (M：F， %) 59.6：40.4 49.4：50.6 

年代別人口構成比 (%) 
 
＊全人口に対する各年

代の占める人口割合 

20-29 5.4 5.6 
30-39 33.9 10.6 
40-49 23.2 12.3 
50-59 17.9 15.1 
60-69 12.5 14.8 
70- 7.1 20.4 
計 100 78.8 

出身地別人口構成比 
(%) 

先住者 50.9 60.0 

沖縄他島か

らの移住者 29.8 30.0 

他県からの

移住者 19.3 10.0 

計 100 100 

表 2 調査対象者の構成注１) 
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3.3 Q2 回答結果の分類 

3.3.1  Q2 回答の KHコーダーを用いた分類 

Q2 回答結果は自己組織化マップにより 8クラス

ターに分類され，各々図 3 に示される語を含んだ。 

3.3.2  Q2 回答の KJ法を用いた分類 

Q2 回答結果は KJ 法を用い 4 つの意味のまとま

りに分類された(図 4)。意味のまとまりは「人づき

あいの変化(29 回)」「文化・伝統をめぐる葛藤(8
回)」「生活・自然環境(の向上/劣化)(24 回)」「地 

域自治能力の低下(7 回)」が抽出された。これらの

まとまりに含まれなかった，あるいは回答が具体

的に意味する内容が特定できなかったのは「あま

り気にして住んでいない(8 回)」「移住してまもな

いのでわからない(6 回)」「昔と変わっていないと

思う(3 回)」「良いところも悪いところもある(3 回)」
「なんとなく(1 回)」「無回答(6 回)」であった。 

3.4 Q3 回答結果の分類 

3.4.1 Q3 回答の KHコーダーを用いた分類 

Q3 回答結果は自己組織化マップにより 8クラス

ターに分類され，各々図 5 に示される語を含んだ。 

3.4.2 Q3 回答の KJ法を用いた分類 

Q3 に対する回答は KJ 法を用い，「住民間のま

とまり・協力(30 回)」「伝統の継承・発展(16 回)」
「生活・自然環境の保持・向上(12 回)」「地域自

総人口 世帯数 農業 林業 漁業 鉱業
建設
業

製造
業

電気,
熱供
給,水
道業

情報通
信業

運輸業，
郵便業

卸売,
小売業

金融，
保険業

不動産，
物品賃
貸業

宿泊業，
飲食
サービス
業

医療，
福祉業

サービ
ス業

学術研究，
専門・技術
サービス業

教育，
学習支
援業

公務
その
他

石垣市 45183 17798 2079 5 321 23 2353 995 98 164 1068 3168 266 149 2658 1849 3360 1003 1349 502
白保地区 1659 594 192 2 9 5 62 29 4 3 25 70 9 1 61 57 102 27 28 16
石垣市 46922 19212 1655 14 288 22 2071 1097 105 197 1268 2985 215 334 2602 2068 1308 661 1002 1182 2238
白保地区 1600 606 133 0 8 3 59 38 1 5 43 69 5 9 47 69 39 19 23 20 73
石垣市 47564 20514 1787 14 274 10 1893 1211 112 197 1142 3093 236 442 2817 2523 1508 647 1070 1497 1181
白保地区 1606 628 161 1 7 1 54 36 3 8 39 81 3 17 64 86 56 16 27 31 40

分類なし2005

2010

2015

表 3 石垣市と白保地区の人口，就業構造の推移(単位：人) 出典：総務省統計局 25)から筆者作成 

図 3 Q2 回答の自己組織化マップによる分類 

図 5 Q3 回答の自己組織化マップによる分類 

図 4 Q2 回答の KJ 法による分類
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治能力の向上(12 回)」「次世代育成(17 回)」の 5
つの意味のまとまりに分類された。なおこれら 5
つに含まれなかった，あるいは回答が具体的に意

味する内容が特定できなかったのは「現状維持(1
回)」「無回答(8 回)」であった(図 6)。 

 
3.5 Q2 分類結果の解釈 

3.5.1 自己組織化マップ分類結果の解釈 

Q2 回答について自己組織化マップにより分類

された 8 クラスターに関して，それぞれ表 4 のと

おり意味を解釈した。②「観光発展による功罪」

③「移住者増加や時代の変化による地域社会経済

への功罪」④「移住者増加によるコミュニケーシ

ョンへの違和感」⑤「伝統や人づきあいのあり方

をめぐる葛藤」⑦「住民間対立の和解と併存」の

5 つのクラスターはいずれも，移住者増加や観光

業，生活の向上を評価する一方で，同時にそれら

がもたらした地域社会の伝統や人づきあいへの影

響に戸惑いや危惧を感じている住民たちの意識を

表していたと言える。また，クラスター①「多良

間島から移住し生活向上」⑥「地域経済発展」は

それぞれ生活，地域経済の向上という肯定的意識

を表していると解釈できたが，これは②③のよう

な，地域産業・経済の発展による功罪を表すクラ

スターの意識群から見ればやはり戸惑いや危惧の

元になっている要素だと言える。つまり Q2 の⑧

「移住してまもないのでわからない」を除くクラ

スターはすべて，生活や経済の向上への評価と，

同時にそれらがもたらした地域社会の文化，社会

関係，生活・自然環境への影響に対する戸惑いと

いう，互いに相反し葛藤する住民の意識を表して

いるものだとまとめることができた。 
 
3.5.2 KJ 法分類結果の解釈 

KJ 法を用いた Q2 回答の分類結果からは，4 つ

の大きな意味が抽出されたが，これらのまとまり

の内部にはいずれも，それぞれのトピックに対す

る肯定的・否定的双方の意見が，それぞれ次のよ

うに表出されていた。「人づきあいの変化」につい

ては，「村の人だけでなく，他県からの人も増え，

誰でも住みやすい村になってきたと思う(30 代・

先住者)」など，移住者の地域融合を示す肯定的な

記述内容があった一方で，同時に「他県からの居

住者が増えてコミュニケーションが取りづらい

(70 代～・先住者)」といった否定的な記述も表出

意識群の解釈

含まれる単語 芋 生活 卒業 子ども 大きい 苦しい 米 島 沖縄

意識群の解釈

含まれる単語 年寄り 客 心配 白保 言う 観光

意識群の解釈

含まれる単語 多良間 来る みじめ まだ 現在 内地 頑張る 活気 とても 今 絆 うすい 昔 車 流れ ふえる 人々 集落

意識群の解釈

含まれる単語 近所 他県 感じる 最近 づらい いる 知る 少ない 人 多い 以前 あまり 変わる 思う ない

意識群の解釈

含まれる単語 積極 移住 違う 少し 関係 後輩 先輩 数 強い 文化 減る 若者 活動 地域 協力 県外 地元 人達 行事 重要 他 参加 うまい 増える つきあい 人口

意識群の解釈

含まれる単語 海 肉 占める 農業 算出 発展 期待 牛

意識群の解釈

含まれる単語 しれる なる できる 店 空港 村 問題 住民 する 考え 残る ルール 悪い 良い ある

意識群の解釈

含まれる単語 経つ 年 分かる ない ん 前 住む

多良間島から移住し生活向上

観光発展による功罪

移住者増加や時代の変化による地域社会経済への功罪

地域経済発展

住民間対立の和解と併存

移住してまもないのでわからない

伝統や人づきあいのあり方をめぐる葛藤

にぎやかレンタカー

グループ

なくなる

サトウキビ

①

⑧

⑦

⑥

⑤

④

②

ク

ラ

ス

タ

ー

③

くらべる

ほとんど 話し合い

コミュニケーショ ン

移住者増加によるコミュニケーションへの違和感

表 4 Q2 の自己組織化マップで得られたクラスターの解釈一覧 

図 6 Q3 回答の KJ 法による分類 
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していた。「文化・伝統をめぐる葛藤」については，

「地域の文化を見直す活動が増えている(20 代・

先住者)」といった現在の文化・伝統のあり方に対

する肯定的な意見があった一方で，同時に「昔な

がらの良いルールと悪いルールがそのまま残る事

が良いと思っているように強く感じる。(30 代・

他県からの移住者)」といった，伝統と現代の生活

とのギャップへの違和感を示す否定的な記述内容

も出された。「生活・自然環境の向上/劣化」につ

いては，「新空港ができて，観光客が増えにぎやか

になった(30 代・先住者)」などの肯定的記述があ

った一方で，同時に「空港ができ，観光客も増え

にぎやかになったが，交通量は増え子どもたちや

お年寄りの安全面での心配がある。(30 代・他県

からの移住者)」など，経済や生活の向上の反面で

生じる弊害に対する否定的記述も出された。最後

に「地域自治の現状」については，「10 年前は子

どもの数も減っていたが，最近は内地からの移住

者も増えてきているのでいいことだと思う(30
代・先住者)」などの肯定的記述があった一方で，

同時に「県外の人が増えて良いと思うけど，県外

の人達が前に出すぎてるところがあるのでどちら

ともいえない(40 代先住者)」など，移住者増加に

よる先住者たちの主体的な自治の低下を危惧する

ような否定的記述も出された。 
 

3.6 Q3 分類結果の解釈 

3.6.1 自己組織化マップ分類結果の解釈 

 Q2 回答と同様，Q3 回答についても自己組織化

マップにより分類された 8 クラスターに関して，

それぞれ表 5 のとおり意味を解釈した。クラスタ

ー①「共同作業」②「協力・まとまり」⑧「先住

者・移住者の相互理解（主に先住者から移住者へ

の理解，文化の伝達）」はいずれも，地域内で住民

同士がまとまり，協力し合うことの必要性を表出

した意識群に集約できると考えられた。これは，

Q2 のクラスター②③④⑤⑦で表出していた，住

民の地域の人づきあいのあり方をめぐる違和感や

葛藤が止揚され，「まとまり」「協力」といった理

想像としての方向性が表出していると解釈できる。

次に，クラスター③「伝統の継承」と⑥「伝統の

発展」は，伝統の継承・発展の必要性を表出した

意識群に集約できる。これは，Q2 のクラスター

⑤で表出していた伝統のあり方をめぐる葛藤が止

揚され伝統を継承しつつ新たな形でそれを発展さ

せていくという理想像としての方向性が表出して

いると解釈できる。また，クラスター⑤「多様性・

外部世界との対話，交流」は，地域住民の自治能

力の発展の必要性を表出した意識群である。これ

は Q2 のクラスター③⑤で表出していた観光客や

移住者の増加がもたらす功罪への葛藤が止揚され，

村の歴史や伝統を改めて学びつつ多様な意見・立

意識群の解釈

含まれる単語 文化 大事 参加 積極 環境 出来る もっと 思う 活動

意識群の解釈

含まれる単語 生活 つながり 人々 必要 協力 する 人達 来る 規制 他 ほしい

意識群の解釈

含まれる単語 地域 住民 気持ち 多い なる 村 行事 ずっと 祭 続ける 意味 やすい 世代

意識群の解釈

含まれる単語 もう少し ある 同士 とる 子育て 中学 近所 尊重 学習 昔

意識群の解釈

含まれる単語 地元 内地 立派 今 できる 誘致 中心 交流 良い 村人 意見 いる 言う 良い 人 知る 関わり 歴史

意識群の解釈

含まれる単語 部落 守る 決める 作る ない いう 力 入れる いい 青年 伝統 ぬ 新しい もつ 若い 聞く 大切 意識 古い 考え

意識群の解釈

含まれる単語 考える 観光 いい 富む 若者 増やす 増える 子ども 売れる 石垣 道 人口 はかる

意識群の解釈

含まれる単語 互いに 外 移住 理解 事 教える 住む

ク

ラ

ス

タ

ー

①

②

⑧

伝統の発展

とりいれる

受け入れる

共同作業

協力・まとまり

伝統の継承

次世代育成

③

④

⑤

⑥

⑦

つきあい

多様性・外部世界との対話、交流

地域活性

先住者・移住者の相互理解（主に先住者から移住者への理解、文化の伝達）

表 5 Q3 の自己組織化マップで得られたクラスターの解釈一覧 
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場との交流も同時に促進していくという理想像と

しての方向性が表出していると解釈できる。そし

て人口や産業の発展の重要性を表出したクラスタ

ー⑦「地域活性」は独立した意味のまとまりにな

っている。これは Q2 で生活，地域経済の向上と

いう肯定的意識を表していたクラスター①⑥に対

応し，やはり生活や経済の向上というのは過去も

将来も目指すべき方向性の一つであり続けるもの

だと解釈できる。クラスター④「次世代育成」は，

Q3 にのみ特徴的に表れた意識群であったと解釈

できる。 
このように自己組織化マップによる分類結果を解

釈すると，Q2 のクラスターには生活や経済の向

上がもたらす功罪に対する住民の葛藤が表れてい

たが，Q3 ではそのような葛藤が止揚された，理

想像としての方向性が表出していたと解釈するこ

とができた。 
 

3.6.2 KJ 法分類結果の解釈 

KJ 法を用いた Q3 回答の分類結果からは，5 
つの大きな意味が抽出されたが，その 5 つの意味 
のまとまりの内部で，Q2 のような肯定的・否定

的意見双方の表出は見られず，肯定・否定双方の

意見が止揚された内容が表出していた。「まとま

り・協力」については，先住者と移住者との関係

性について「外からの移住者たちに白保の文化な

どを理解してもらい，互いに協力しあえばいい村

になると思います(50 代・沖縄他島からの移住者)」
などの記述，先住者間での関係性について「自分

達の見栄ばかり気にせず，先輩や後輩が意見をち

ゃんと言え，また，聞いてくれる人がいれば良い

と思う(30 代・先住者)」などの記述が出された。

「文化・伝統の継承・発展」については，「もちろ

ん，今も良いが，伝統を守りつつ，新しい文化を

作りたい(30 代・先住者)」などの記述が出された。

「生活・自然環境の保持・向上」については，「白

保らしい観光産業を考える(40 代・他県からの移

住者)」や「空港ができ，国道が危ないので，村中

の交通規制をして，穏やかな白保村になってほし

い(50 代・沖縄他島からの移住者)」などの記述が

表出された。「現在世代の自治向上」については「規

制する所はしっかりしてほしい。また，他から来

た人は，それにしたがってほしい(30 代・先住者)」
などの記述が出された。最後に，Q3 にのみ特徴

的に表れた意味のまとまりとして「次世代育成」

があり，「地域文化を尊重し，それを誇りに思いな

がら子ども達が成長していける様な環境作りをお

こなっていければと思う(30 代・先住者)」などの

記述が出された。 
 

3.7  Q2，Q3 の量・質的分類結果解釈のまとめ 

Q2 の回答結果を分類・解釈した結果，自己組

織化マップと KJ 法の双方において，移住者や観

光客の増加，生活の向上といった現象への肯定的

評価の一方で，同時にそれがもたらした地域社会

の変化に対して戸惑いも感じ，その両者の狭間で

葛藤している白保住民たちの意識が表出していた。 
また Q3 回答結果の分類・解釈結果からは，やは

り自己組織化マップと KJ 法の双方において，そ

のような肯定的・否定的双方の意見が止揚された

理想像としての方向性を示す内容が表出していた。 
 

3.8  Q2, Q3 分類結果の統合化 

本節では，Q2，Q3 から抽出された意味のまと

まりを KJ 法を用いて統合化していく。Q2 の「人 
づきあいの変化」と Q3 の「まとまり・協力」，

Q2 の「文化・伝統をめぐる葛藤」と Q3 の「文化・

伝統の継承・発展」，そして Q2 の「生活・自然環

境の向上/劣化」と Q3 の「生活・自然環境の保持・

向上」の 3 者はそれぞれ，「人づきあい」「文化・

伝統」「生活・自然環境」という要素に統合できる

ことが分かる。さらに，Q3 の「地域自治能力の
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向上」「次世代育成」を「地域自治の発展」とまと

めると，Q2 の「地域自治能力の低下」とあわせ

て「地域自治能力」という要素に統合できること

が分かる。これらを踏まえ Q2，Q3 回答の KJ 法

による分類結果は表 6 に示すように「人づきあい」

「文化・伝統」「生活・自然環境」「地域自治能力」

の 4 要素に統合できる。さらに上記の 4 要素間の

関係性を考察すると，次のように考えられる。「生

活・自然環境」と「文化・伝統」は共に共同体の

中核にあり住民が持続・発展させたいと望んでい

るものである。それらを実際に支えていく力が「地

域自治能力」であり，その際に共同体の住民たち

を束ね上げる潤滑油になるのが「人づきあい」で

あると言えよう。つまり，白保住民たちの理想の

共同体像とは，「生活・自然環境」「文化・伝統」

を持続・発展させていくために「地域自治能力」

と「人づきあい」がよく機能している状態を指して 
いると解釈できる(図 7)。 

 

 

4. 議論 

本稿では共同体像の中核に「生活・自然環境」

と「文化・伝統」があり，それらを持続・発展さ

せることを白保住民たちは望んでいるという解釈

を示した。この解釈にもとづき，移住者が地域に

受け入れられるための鍵もまた，この共同体の「生

活・自然環境」と「文化・伝統」の持続・発展に

貢献するような言動の実践であると提言したい。

以下，本稿の結果と石垣島を対象にした類似テー

マに関する先行研究 10)26)を併せ活用しながら，現

代沖縄村落における移住者を含めた地域活性化に

とって重要と考えられる示唆について論じる。 
上村と山崎 26)は同村落において，他県からの移

住者の中で公民館活動を補助する幹事役に選任さ

れた者たちに関し，「PTA 活動やその他の地域活

動(陸上大会，祭りなど)への積極的な参加・協力

の実績が評価され選任されている」と記している。

この報告を本稿の結果にもとづく上記の提言と併

せ考えると，村落の要職(公民館活動の幹事役等)
に選任されるような住民たちは，地域活動への積

極的な協力を通し共同体の「生活・自然環境」と

「文化・伝統」の持続・発展に貢献したために地

域から受入れの度合いを増したと解釈可能である。

また，上村と山崎 26)が PTA 活動を例示の最初に

挙げているが，「次世代」の存在の重要性は本稿の

結果からも示唆されていたと言える。つまり，Q3
回答の分類の結果にも示される通り(表 6)，将来の

村落にとって重要なものとして「次世代育成(出現

回数 17)」は「まとまり・協力(出現回数 30)」に

Q2 出現回数 Q3 出現回数 統合した要素名 
人づきあい 
の変化 29 まとまり・協力 30 人づきあい 

文化・伝統を 
めぐる葛藤 8 文化・伝統の継承・発展 16 文化・伝統 

生活・自然環境の向上

/劣化 24 生活・自然環境の保持・向上 12 生活・自然環境 

地域自治能力 
の低下 7 地域自治能力

の発展 
地域自治能力の向上 12 

地域自治能力 
次世代育成 17 

表 6  Q2，Q3 回答の分類結果の KJ 法による統合化 

図 7 白保住民の共同体像の 4 要素の関係図 
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次ぐ上位 2 番目の頻出内容であった。白保地区に

おいては 3 世代(例えば祖父母，父母，子)にわたり

健在で「繁栄」している家が，五穀豊穣や子孫繁

栄を祈願するミルク(弥勒)行列を担うこととなっ

ているが，近年これを沖縄他島からの移住者の一

族が担ったことがある。つまり次世代とは，一見

普遍的で不動かのように思える「系譜関係をその

世界観の一部に持つ地縁的あるいは血縁的紐帯で

結ばれた人びと」10)とそれ以外の移住者たちとの

境界を「越境」し得る存在であり，ゆえに PTA な

ど次世代育成活動への積極的貢献は移住者の地域

融合にとって特に重要な役割を果たすものと推察

できる。この次世代が有する先住者―移住者の境

界の「越境可能性」は先住者にも強く認識されて

いることが示唆され，吉田 10)も先住者による村落

の永続への強い願いとそれに伴う移住者の子ども

たちに対する大きな期待感の存在に言及している。 
本稿から示されるもう一つの重要な示唆は，現

代沖縄村落においては移住者の地域融合の鍵とし

て「文化・伝統」の要素が「生活・自然環境」よ

りも重要性を増している可能性である。これは表

6 に示される Q2，Q3 回答の分類結果の統合結果

から導くことのできる考察である。つまり，Q2
結果では「文化・伝統をめぐる葛藤」の出現数は

8 回であったのに対して Q3 結果での「文化・伝

統の継承・発展」の出現数は 16 回に上昇し，他

方で「生活・自然環境の向上/劣化」は Q2 で出現

数 24 回であったのに対して Q3 で「生活・自然環

境の保持・向上」は 12 回に減少した。この結果

から，現代の村落において住民をまとめあげる媒

介として祭や行事といった「文化・伝統」の要素

が重要性を増していることが示唆される。その一

因として，3.1 でも述べたように現代の石垣島お

よび白保地区では就業構造の多様化により村落の

かつての(農業)生産共同体としての意味合いが低

下し，そのような中で生産手段(職業)に関わらず

すべての住民に共有可能な「文化・伝統」の重要

性が相対的に増していることが挙げられるのでは

ないだろうか。吉田 10)の論稿においても，伊原間

地区において御嶽の合祀と氏子集団の改編がなさ

れ，それに伴い氏子集団への帰属方式も系譜関係

の有無に関わらず居住地域に従って認められるよ

うになったことが報告されている。これについて

吉田は「そこに暮らす人々の団結と村落への帰属

意識を生じさせるための柔軟な対応」と論じてい

る。つまり現代沖縄村落において，祭・行事など

の「文化・伝統」は出自や生産手段を異にする多

様な住民たちのまとまりを形成するという機能を

獲得している可能性が示唆されていると言えよう。

ただしここで同時に注意が必要なのは，この「文

化・伝統」とは無制限に移住者を受容するもので

はないという点である。白保では村落の文化の中

核を成す御嶽の中で行われる神事などは基本的に

先住者の血族のみに担われ，「系譜関係をその世界

観の一部に持つ地縁的あるいは血縁的紐帯で結ば

れた人びと」の中心性は守られている 13)14)26)。こ

れは「文化・伝統」の性質上，その中核部分には

一定の「閉鎖性」が保たれるべきであることを示

唆していると言えるだろう。吉田 10)も言及してい

るように，文化の「中心性」が保たれるべき程度

はそれぞれの村落が置かれている経済社会的状況

(過疎化の進行度合い等)によっても影響を受ける

と考えられる。現代沖縄村落への移住者の融合に

ついて検討する上で，「文化・伝統」に関わる中心

性保持の程度については今後も注意深い研究の蓄

積が望まれる。 
最後に，本稿で用いた方法論に関しても考察を

行う。本稿では過去と比較した現在，現在と比較

した将来，という 2 方向から村落に対する認識を

尋ねることにより，双方の結果を相互に検証材料

とできるように考慮した。その結果，3.8 で示し

たように Q2，Q3 で抽出された共同体像の要素は
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共に「人づきあい」「文化・伝統」「生活・自然環

境」「地域自治能力」の 4 要素に統合することが

できた。これは，本稿で使用した自由記述法の質

問項目が住民たち自身による共同体像を表出させ

るのに妥当なものであったことを示していると考

える。沖縄に限らず人の流出入が増加する現代の

村落社会では，移住者を含む住民たちが共同体を

どのように認識しているのかを理解することが地

域活性化，自然資源管理などの施策検討において

重要な土台を提供する。そのため，本稿で示した

手法を活用し他地域においても住民の視点による

共同体像の理解が進んでいくことを期待したい。 
 
5. 結語 

本稿は沖縄の現代村落において移住者の地域融

合のために重要な要因について提言した。今後沖

縄の他村落や日本本土の農山漁村における事例研

究が蓄積し，それらとの比較検討により議論が精

緻化していくことを望む。また，沖縄に限らず島

嶼地域は一般的に，豊かな文化と強いアイデンテ

ィティを有しているとも指摘されている 28)。現代

沖縄村落が直面する，移住者を含む住民たちが如

何に地域の豊かな文化とアイデンティティを持

続・発展させつつ共同体を再構築していくかとい

う課題は，国際的な島嶼研究の文脈の中で新たに

位置づけられることが有益であろう。そのことは

また，国際色豊かな歴史・地理条件など沖縄が持

つ地域特性を生かした 1)当地域の発展の土台を創

っていくことにもつながるであろう。 
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注 

1) 白保地区の母集団については総務省統計局 25)

の公表値を用いた。出身地別人口構成比につ

いては公表値がなかったため，Sugimoto14)で

公表されている白保公民館長聞き取りにもと

づく数値を用いた。 
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Capturing the representation of rural community from the perspective 
of local residents in Okinawan island:  

Implication for building social cohesion among locals and immigrants 
in rural communities 

 
Aoi SUGIMOTO， Hiroaki SUGINO， and Nobuyuki YAGI

 
ABSTRACT : The regional development of Okinawa has been regarded as an important issue among Isolated
Islands Promotion policy in Japan. Even though the immigration is recognized as one of the effective means to 
promote the rural development, the conflicts also have been reported in Okinawan communities. Given such
circumstances, it is urged to understand how local residents recognize their communities including both locals and
immigrants, in order to promote the region’s development. This paper, therefore, aimed to capture the 
representation of community from the local residents’ perspective by utilizing the free answer questionnaire, and
to suggest important factors for building social cohesion among them. Text data was collected in Shiraho village,
Ishigaki, and content analyzed quantitatively and qualitatively. As a result, we suggested the residents’ 
representation of community as follows: ideal community keeps developing the “living/natural environment” and
“culture/tradition”, being well supported by the “local governance capacity” and “social relationships”. Based on
the results, the factors for growing social cohesion among residents in Okinawan communities was discussed. 
 
KEYWORDS : representation of rural community, Okinawan communities, locals and immigrants, quantitative 

and qualitative text content analysis 
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